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本報告でお伝えしたいこと

2024 1

■再生可能エネルギー電源（再エネ電源）の導入拡大に
対して、広域系統（基幹系統）にはそれらの電力を
広域で効率的・安定的に活用する役割が求められる。
これを実現するために様々な検討・取り組みが進め
られており、当所も技術的課題の解決に貢献している

■上記役割の実現には、電力系統の安定性（系統安定性）
の維持が重要であるが、再エネ電源等の非同期電源*)の
拡大に伴い、新しい系統安定性の課題も生じている。
将来の系統安定性を維持する技術の開発の重要性が
増している

*) 再エネ電源、蓄電池など、系統にインバータで連系する電源
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報告内容

2024 2

１．再生可能エネルギー電源の導入拡大での
広域系統での課題

２．当所の取り組み例（1）：
次期中給システムに関わる技術開発

３．当所の取り組み例（2）：
各種系統安定性維持方策の検証

４．系統安定性に関する新たな課題

報告内容

2024 3

１．再生可能エネルギー電源の導入拡大での
広域系統での課題

２．当所の取り組み例（1）：
次期中給システムに関わる技術開発

３．当所の取り組み例（2）：
各種系統安定性維持方策の検証

４．系統安定性に関する新たな課題
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再エネ電源拡大時の電力系統の課題

2024 4

1. 再生可能エネルギー電源の導入拡大での広域系統での課題

再エネ電源の導入拡大に伴い、広域系統（基幹系統）と
地域グリッドの両方で対応すべき課題がある

需給バランスの維持
 系統全体の発電と需要を
バランスさせ、周波数を維持

系統安定性の確保
 再エネ（インバータ型電源）
が主体となる系統における
系統安定性の確保

基幹系統 地域グリッド

本報告では、過去の研究報告会以降の進展も含めて、広域系統について報告
（出典）：電力中央研究所 研究報告会2022 個別報告3 を基に作成

電圧の適正化
 再エネ導入時の電圧適正化

電圧安定性の確保
 配電線末端付近への再エネ
導入時の電圧安定性確保

過負荷の防止
 送配電線の混雑緩和と過負荷
の防止

安定供給の確保
 DERによる需給バランス等、
小規模系統の安定供給確保

再エネ電源拡大時の広域系統の役割

2024 5

広域系統には、太陽光発電や風力発電の拡大に対し、
その電力を広域で効率的・安定的に活用する役割が
求められる

1. 再生可能エネルギー電源の導入拡大での広域系統での課題

再エネ

再エネ

【地域グリッド】

【地域グリッド】
大容量風力発電所

蓄電池蓄電池

広域の電力融通

発電所

蓄電池

発電所

超高圧長距離送電線

発電所
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再エネ電源拡大時の広域系統での課題

2024 6

大きくは3つの課題がある

①再エネ電源の電力を
広域で活用するための
広域系統の整備

②自然変動電源の
拡大に対応した
広域系統の運用

③インバータで連系する非同期電源の
拡大の下での系統安定性の維持

1. 再生可能エネルギー電源の導入拡大での広域系統での課題

広域系統での課題の解決への取り組み（例）

2024 7

 3つの課題に関する様々な議論・検討に、当所も参加・
貢献している。本報告ではその一部を紹介する

取り組み・課題解決が期待される時期
2020年代（まで） 2030年代（以降）

①広域系統
の整備

②広域系統
の運用

③系統安定
性の維持

マスタープラン策定

次期中給システムに関する検討、開発

広域系統整備計画の策定（マスタープランの具体化）

同時市場に関わる検討

日本版コネクト＆マネージの導入

グリッドコードの策定（事故時の安定性については主に2030以降）

系統安定性維持方策の明確化

新たな安定性の課題への対応

検討に用いる解析技術の提供

技術的な支援を実施

技術的検証を実施

システム開発(NEDO事業)に参画

1. 再生可能エネルギー電源の導入拡大での広域系統での課題

技術的課題の解決に貢献

NEDO事業ほかを実施中

海外で課題顕在化、取り組みを進めていく

検討委員会に参画
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報告内容

2024 8

１．再生可能エネルギー電源の導入拡大での
広域系統での課題

２．当所の取り組み例（1）：
次期中給システムに関わる技術開発

３．当所の取り組み例（2）：
各種系統安定性維持方策の検証

４．系統安定性に関する新たな課題

次期中央給電指令所（中給）システム

2024 9

（出典）：第33回需給調整市場
検討小委員会 資料4（2022）

2. 当所の取り組み例（1）：次期中給システムに関わる技術開発

中給システムは、需給バランスや周波数の適正維持の
ための最重要システムである

全国9エリアでのシステムの仕様の統一、共有化など、
機能の大幅な向上を目指して開発が進められている
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次期中給システムの狙いと当所の取り組み

2024 10

2. 当所の取り組み例（1）：次期中給システムに関わる技術開発

次期中給システムで目指すものを実現するために必要な、
技術的課題の解決に貢献した

（出典）：第33回需給調整市場検討小委員会 資料4（2022）を基に作成

*) 現在、エリア単位で行っているLFC（負荷周波数制御）を広域大で行うもの

当所の取り組み次期中給システムで
目指すもの

一層透明度の高い
共通プラットフォームの実現

全国大でのメリットオーダーの
更なる追求

レジリエンス確保と
コスト低減の両立

将来の制度変更に向けた
拡張性・柔軟性の確保

伝送仕様、I/Fの全国統一、
一元的な情報公表

次期中給システムでの
実現方法

全国一括での最適な演算の実施

全国大でのコスト低減と
レジリエンス確保の両立

（システムのスリム化、広域NW構成、
エリアBU装置設置）

制度変更・機能増強時は
次期中給システムの改修のみで

全国に適用

当所が培ってきた知見を活用
（通信の国際標準、LFC）

国際標準に基づく
発電機指令通信方式

の策定

広域LFC*)

論理の開発

【参考】次期中給システムの開発と当所の取り組み

2024 11

次期中給システムの開発スケジュールに合わせて、
短期間での検討・開発を実施した

2. 当所の取り組み例（1）：次期中給システムに関わる技術開発

2020まで 2021-2025 2025以降
広域LFC
（既設中給）

広域LFC
（次期中給）

発電機指令
通信方式

実システム
構築

既設中給による広域LFCの検討
2026より実運用予定

次期中給による広域LFCの検討

ベンダー決定

発電機とのI/Fの仕様検討

・シミュレーションモデルの開発（～2018）
・既設中給を活用した広域LFCのロジック開発（2019～2020）、詳細検討（2021～）

システム改修

・次期中給の広域LFCのロジック開発（2019～2020）、詳細検討（2021～）

・国際標準の選定、統一仕様案の策定（2020～2023）

現時点
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広域LFC論理の開発(1/2)

2024 12

周波数の品質を損なうことなく、広域的な運用による
経済性の追求を可能とするLFC論理を開発した

2. 当所の取り組み例（1）：次期中給システムに関わる技術開発

以下により周波数品質の向上と運用コスト低減を両立
①各エリアのAR （地域要求量）と既LFC動作量を広域大で合算し、
②LFC対象機の出力変化速度とメリットオーダーを考慮して配分する

（参考）：電力中央研究所報告 R20003（2021）

発電機n 出力Pn

発電機2 出力P2

発電機1 出力P1

LFC
指令値
計算

AR（地域要求量）
計算

周波数

他エリアとの
連系線の潮流

AR：エリアで必要となるLFC制御量

【エリアnの中給】

LFC対象機

赤い部分以外は
現行の中給LFCと同じ

エリアの
AR, LFC
対象機の
データ
など

広広域域LFC機機能能

+

エリアnへの補正量

エリア1への補正量

各種データ（エリアn）

各種データ（エリア1）
エリア2への補正量各種データ（エリア2）

+

仕仕様様統統一一案案（（T:指指令令間間隔隔））

広域LFC論理の開発(2/2)

2024 13

2. 当所の取り組み例（1）：次期中給システムに関わる技術開発

（出典）：第31回需給調整市場検討小委員会 資料3（2022）を基に作成

広域LFC（現状活用案、仕様統一案）の方が
現状運用よりも値が小さく、周波数品質が

良い（他のケースも概ね同様）

広域系統大のシミュレーションにより、開発論理の有効性
を検証

周波数品質の向上、LFC動作量の低減効果および
kWhコスト低減効果が期待できることを確認

仕仕様様統統一一案案（（T:指指令令間間隔隔））
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仕様統一の検討が必要となる項目（例）

発電機指令通信方式(1/2)

2024 14

現在エリア毎に異なる中給システムと発電機等との通信
の統一化で、効率的な広域的運用を実現

2. 当所の取り組み例（1）：次期中給システムに関わる技術開発

（出典）：第7回需給調整市場検討小委員会 資料4（2018）を基に作成

現状は演算・制御周期や指令方法、
伝送方式等がエリアにより異なる

国内だけでなく
海外の発電機・
DR等の伝送装置
にも対応できる
よう、国際標準の
利用を指向

発電機発電機
制御盤

伝送
装置
（子）

伝送
装置
（親）

中給
システム

発電機側中給システム側

伝送部

発電機指令通信方式(2/2)

2024 15

適用する国際標準としてIEC 61850を選定し、次期中給
システムで扱う通信の要件を充足するよう、統一通信
仕様案を作成した

2. 当所の取り組み例（1）：次期中給システムに関わる技術開発

①適用する国際標準の選定

通信方式 
リアルタイム 

通信 
IP通信の 
利用 

IEC 60870-5-101 適合 不可 

IEC 60870-5-104 適合 可能 

TASE.2 
（IEC 60870-6） 

適合 可能 

IEC 61850 適合 可能 

Modbus 不向き 可能 

OpenADR 2.0b 不向き 可能 

 

②IEC 61850に基づく制御用・状態監視用・
計測用の各通信の仕様作成

大項目 項目 データタイプ 論理ノード データオブジェクト 伝送周期 

LFC指令 

指令値 数値 AROP WSpt 

3秒周期 
達成目標時刻 時刻 AROP TmTgt 

指令時刻 時刻 n/a n/a 

拠点箇所名 識別子 n/a n/a 

EDC指令 

指令値 数値 AROP WSpt 

5分周期及び必要時 

達成目標時刻 時刻 AROP TmTgt 

指令時刻 時刻 n/a n/a 

拠点箇所名 識別子 n/a n/a 

商品種別設定 識別子 AROP RsvTyp 

発電機一般 

並列指令 二値 ACDG ConnGn 
必要時 

解列指令 二値 ACDG DsconGn 

並解列時刻 時刻 ACDG DateTgt 5分周期及び必要時 

 

制御用通信で用いられる論理ノード・データオブジェクトの例

送配協が統一通信仕様案に関する意見募集を実施、次期中給システムで採用の方向に
（出典）：大谷、嶋田、電気学会 令和6年電力・エネルギー部門大会（2024）を基に作成
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報告内容

2024 16

１．再生可能エネルギー電源の導入拡大での
広域系統での課題

２．当所の取り組み例（1）：
次期中給システムに関わる技術開発

３．当所の取り組み例（2）：
各種系統安定性維持方策の検証

４．系統安定性に関する新たな課題

系統安定性維持に関する課題

2024 17

3. 当所の取り組み例（2）：各種系統安定性維持方策の検証

現状の系統安定性には、従来の同期発電機の能力が貢献
非同期電源が拡大していく中で、必要な能力をどのように
確保・活用するかが課題

周波数の安定化

電圧の安定化

同期安定性の維持

周波数に応じて出力（有効電力）を調整できる
慣性を有している（慣性応答ができる）
同じ速度で回ろうとする力（同期化力）がある
瞬間的な電圧大幅低下時や急激な周波数変動
時に運転を継続できる
基幹系統の電圧調整ができる
系統の短絡容量を確保できる（電圧源）

必要な能力

平常時のみならず、事故時も含めて必要

系統安定性の維持
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同期電源*)の代替が期待される系統安定性維持方策(1/2)

2024 18

同期機の能力やインバータの制御能力を活用する
幾つかの方策が提案・開発されている

a) 同期機の能力の活用

a-1) 同期調相機

SC 電力系統

SC:同期調相機

a-2)再エネに蓄電池とM-Gセットを併設

b) インバータの制御能力の活用

電力系統GFL
再エネ電源

(風力or太陽光)
or 蓄電池

b-1) 系統安定化機能付きGFL
インバータ(Grid-Following Inverter) 

電力系統GFM

b-2) GFMインバータ
(Grid-Forming Inverter) 

再エネ電源
(風力or太陽光)

or 蓄電池
G:同期発電機
M:同期電動機
PCS:パワーコンディショナPCS蓄電池

GM
電力系統PCS

再エネ
電源

(風力or
太陽光)

3. 当所の取り組み例（2）：各種系統安定性維持方策の検証

*) 火力発電など，同期発電機を用いる電源

同期電源の代替が期待される系統安定性維持方策(2/2)

2024 19

種々の方策の特長を明らかにし、適用する系統の課題・
特性に合わせて適材適所で用いることが重要

再エネ

再エネ

再エネ

再エネ再エネ

（交流）500kV
長距離送電線

大容量洋上風力発電所

GFL

同期調相機

SC

M G

GFMで
連系

系統安定化機能
付GFLで連系

蓄電池

蓄電池

GFM

蓄電池

蓄電池
M-Gｾｯﾄ
で連系

同期調相機
を設置

系統の特徴に合わせて、各種系統安定化対策機器
を組合せて設置

各種系統安定性維持方策の適用のイメージ

3. 当所の取り組み例（2）：各種系統安定性維持方策の検証
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*) 「再生可能エネルギーの主力電源化に向けた次々世代電力ネットワーク安定化技術開発」（2022-2026）

各種系統安定性維持方策の実験的検証

2024 20

NEDO事業*)にて、当所のアナログ電力系統シミュレータを
用いて、各種の系統安定性維持方策のハードウェアモデル
に基づく検証を実施している

M-G S-GFL GFM

基幹系統の特性を表現できるアナログ電力系統シミュレータ

275kV模擬
送電線モデル

系統安定化機能付きGFL
インバータ**) （2024/6導入）

GFMインバータ**) 

（2024/9導入）

火火力力機機モモデデルル
従従来来電電源源（（同同期期
発発電電機機））模模擬擬

M-Gセット（2022年度導入）
同期調相機モデルとしても利用

3. 当所の取り組み例（2）：各種系統安定性維持方策の検証

**) NEDO（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）の委託業務（JPNP22003）で構築し、検証に用いている設備
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「再エネに蓄電池とM-Gセットを併設」の⽅策について、
電圧低下等の事象に対して適切な挙動を⽰すことを確認

3. 当所の取り組み例（2）︓各種系統安定性維持⽅策の検証

G側発電機の出⼒波形 M側蓄電池の出⼒波形

●電圧低下試験

従来の同期機と同様に無効電⼒を
供給し、電圧維持に貢献

100

80

60

40

20

0

M
G

蓄
電

池
　

P
 [

k
W

]

543210-1

t [s]

 ガバナ制御なし
 ガバナ制御あり

-60

-40

-20

0

20

40

60

M
G

蓄
電

池
　

Q
 [

k
V

a
r]

543210-1

t [s]

 ガバナ制御なし
 ガバナ制御あり

250

200

150

100

50

0

M
G

蓄
電

池
　

V
 [

V
]

543210-1

t [s]

 ガバナ制御なし
 ガバナ制御あり

400

300

200

100

0

M
G

蓄
電

池
　

I 
[A

]

543210-1

t [s]

 ガバナ制御なし
 ガバナ制御あり

蓄電池
有効電力

蓄電池
無効電力

蓄電池
端子電圧

蓄電池
電流

Mの背後の蓄電池には系統側の
電圧低下の影響が及ばない

21

系統側 系統側の電圧低下を模擬

*）本成果は、NEDO（国⽴研究開発法⼈新エネルギー・産業技術総合開発機構）の委託業務(JPNP22003)において得られたもの
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報告内容

2024 22

１．再生可能エネルギー電源の導入拡大
での広域系統での課題

２．当所の取り組み例（1）：
次期中給システムに関わる技術開発

３．当所の取り組み例（2）：
各種系統安定性維持方策の検証

４．系統安定性に関する新たな課題

非同期電源拡大に伴う新しい系統安定性の課題

2024 23

4. 系統安定性に関する新たな課題

周波数安定性電圧安定性同期安定性

系統安定性

従来からの安定性
共振安定性 変換器起因安定性

非同期電源拡大による新しい安定性

不安定化のメカニズムの例
・インバータ制御と系統の特性の相互干渉
・インバータ制御間の相互干渉

電圧の異常振動などの事象
として顕在化

海外では再エネ電源等の非同期電源の拡大に伴い、電圧の異常振動
等が生じ、再エネ電源の停止やこれを一因とする大規模停電が発生

新しい系統安定性の課題として認識されている

（出典）：IEEE Power & Energy Society Technical Report TR-77（2020）を基に作成

現象の把握（監視）とメカニズムの解明、解析技術や対策技術の開発が必要

－ 28－



非同期電源の制御が関わる異常現象の例

2024 24

北米、欧州、中国、オーストラリアなど非同期電源の導入
が進む地域で、異常現象が顕在化

イギリスでは、これを一因とする大規模停電も発生

大規模風力の出力低下
（737MW）

50Hz

事故発生
事故除去

火力発電の停止(244MW)

分散型電源の停止(500MW)

系統操作

49.1Hzで
周波数上昇

49.2Hz
まで回復

火力発電の停止
(210MW)

1,240MWの供給力確保により
徐々に周波数回復

火力発電の停止
(187MW)

分散型電源の
停止(200MW)

48.8Hz到達。負荷遮断リレー
動作により停電発生

50Hz回復

事故発生 1分経過 ２分経過 ３分経過 ４分経過

イギリスでの大規模停電時の周波数の推移

（出典）：National Grid ESO “Appendices to the Technical Report on the events of 9 August 2019”（2019）を基に作成

4. 系統安定性に関する新たな課題

事故発生
(T=0秒)

大規模風力の
無効電力出力が
大きく変動

大規模風力の出力
低下（737MW）
（T=0.3秒）

火力発電の停止
（244MW）

電圧
有効電力

無効電力

風力発電の制御と
系統の特性の不整合
によって変動が発生

新しい系統安定性の課題への対応

2024 25

下記の4項目の全てで、取り組みが必要

①不安定現象発生の監視

・ PMU*)等の装置の導入
（多地点・高頻度の時刻同期した
計測、事後解析にも有用）など

②メカニズムの解明

・実現象の計測、再現試験、解析
・不安定化のメカニズムの把握・
整理 など

③解析技術の高度化
・インバータ等のモデリング
・効率的な解析手法の開発
（多数のインバータの詳細動作を
考慮）など

④対策技術の確立

・グリッドコードの策定
（不安定化を未然に回避）
・対応技術の確立
（不安定現象発生時）など

4. 系統安定性に関する新たな課題

*）PMU（Phase Measurement Unit）：位相情報計測装置

－ 29－



まとめ
 再エネ電源拡大での広域系統の役割：
再エネの電力を広域で効率的・安定的に活用すること

 役割実現の課題と取り組み：
①広域系統の整備、②広域系統の運用、③系統安定性の
維持 の3つの課題の解決が必要であり、当所も貢献

 より一層の取り組みの必要性：
一方で、新たな系統安定性の課題が顕在化するなど、
解決すべき課題はまだ多く、一層の取り組みが必要。
当所でも引き続き、技術的課題の解決への取り組みを
進めていく

2024 26

2024 27

ご清聴ありがとうございました

－ 30－
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30

参考資料：
同期電源の代替が期待される

系統安定性維持方策

2024

 電力系統の電圧を維持・調整するための同期電動機（空回しする
モーター）

 すでに古くから確立されている技術であり、大容量化も容易であるため、
基幹系統の電圧維持に貢献できる

 再エネのインバータの安定運転に不可欠な電力系統の短絡容量の
維持に貢献。系統事故時に地絡・短絡電流を供給可能

31

a-1) 同期調相機

SC 電力系統

励磁装置
駆動用

Inv.

IM

SC：同期調相機

IM：駆動用誘導電動機

昇圧Tr.

 周波数の調整はできないが、大電源
脱落時に慣性エネルギーを供給し、
電力系統の周波数変化率
（RoCoF）の抑制は可能。ただし、
フライホイールを装備しない場合、
その慣性は発電機に比べて小さい

 海外では廃止された発電所を転用し
て同期調相機とするケースもある

参考

2024

－ 32－



a-2)再エネに蓄電池とM-Gセットを併設

32

参考

発電機からの有効電力出力は、
蓄電池の出力制御によるため高速に応動可能

M、Gともに基幹系統に連系される
容量（100 MVA 以上）を想定

（参考）：北内、電気学会 平成30年電力・エネルギー部門大会、No.168(2018)

PCS
Ｇ：同期発電機（100MVA、力率0.9）
M：同期電動機（100MVA、力率0.9）
IM：駆動用誘導電動機

PG：回転数検出用パルス発生器

PCS ： パワーコンディショナ

慣性定数：5～9秒（M-Gセット全体）

G再エネ

電源
（風力or
太陽光）

電力系統

PGM

PCS

蓄電池

励磁装置 励磁装置
駆動用

Inv.

IM

昇圧Tr.
（100MVA、
22kV/500kV）

-100～100MW
（100MW
×1～6時間）

100MW

2024

再エネに蓄電池とM-Gセットを併設した場合の特長

33

参考

 電力系統側から見れば発電機のみが並列
系統事故時に電力系統側における特段の配慮が不要
系統側の保護リレーなども変更不要
系統連系点の電圧を維持可能
再エネの安定運転のために必要な短絡容量を確保
大規模電源脱落時に同期化力により慣性エネルギーを
有効電力に変換して放出（周波数変化率を抑制）

有効電力出力 0 MWでガバナフリー運転が可能
系統事故時に高速に有効電力を制御し、系統安定度の
向上に寄与

ブラックアウト後の試送電発電機として利用可能

電圧

系統
安定度

周波数

再エネ大量導入時の諸課題を克服できる一つの方策
2024
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 現在、導入されている再エネと蓄電池のPCSはGFLインバータであり、
「電流源」として振る舞う電流制御型（系統の電圧を基に電流を制御し、
出力を調整する）である
この電流制御型のPCSに系統安定化制御機能を付加したもの

 既設の電力制御機器や他のインバータとの制御協調が必要である
 PCSの安定運転のために電力系統の短絡容量が必要な点など、適用には
注意が必要な点がある

 製作可能容量から、現状では、主に地域グリッドにおける活用が期待さ
れている

34

b-1) 系統安定化制御機能付きGFLインバータ
参考

電力系統

 

昇圧Tr.

GFL
再エネ電源
（風力or太陽光）

or蓄電池

2024

b-2) GFMインバータ

35

 電圧制御型（自ら電圧を確立し、制御することができる）のインバータ
で、同期発電機と同様に「電圧源」として振る舞うことができる

 系統事故時などに過電流が生じやすいため、その対策が必要となる。
また、同期発電機に比べ、系統事故時に供給できる電流は小さい

 製作可能容量等の制約から、現状では、主に地域グリッドにおける活用
が期待されている

 技術的には未確立で国内では未適用だが、海外では実系統に連系され、
運用されている設備がある

参考

電力系統GFM

 
  

昇圧Tr.再エネ電源
（風力or太陽光）

or蓄電池

2024
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